
4

,721

社会保険料 5

Ｆ

2,472

移転収入 1

＝

,545,540

公債

Ｄ

等 1,606,153

＋

その他の財源の調達 △

Ｅ

1,890,700

評

資

価・換算差額等 △1,

金

582 ← ＮＷＭより

そ

5

の他の純資産 276,

,

593,290 Ｔ

開始

3

時未分析残高 276,

6

593,290

その他

9

純資産 0

純資産合計 2

,

81,390,392

4

Ｕ＝Ｒ＋Ｓ＋Ｔ

負債・

0

純資産合計 424,4

0

28,666 Ｖ＝Ｑ＋

Ｅ

Ｕ

← ＣＦより

金融資産（資金を除く） 12,148,294 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 4,868,152 Ａ

税等未収金 3,085,028

未収金 1,910,156

貸付金 451,070

その他の債権 55,379

(控除)貸倒引当金 △633,481

有価証券 1,399,550 Ｂ

投資等 5,880,592 Ｃ

出資金 24

【

0,263

基金・積立

様

金 5,520,637

式

財政調整基金 1,54

第

2,830

減債基金 0

1

その他の基金・積立金

号

3,977,807

そ

】

の他の投資 119,6

平

92

２．非金融資産 4

成

06,910,973

２

Ｍ＝Ｊ＋Ｋ＋Ｌ

事業用

０

資産 146,932,

年

702 Ｊ＝Ｇ＋Ｈ＋Ｉ

度

有形固定資産 145,

　

403,943 Ｇ

土地

小

82,454,123

田

立木竹 28,559

建

原

物 58,019,04

市

2

工作物 503,52

　

1

機械器具 1,549

単

,272

物品 1,00

体

8,077

船舶 0

航空

貸

機 0

その他の有形固定

借

資産 1,836,84

対

9

建設仮勘定 4,50

照

0

無形固定資産 1,4

表

11,783 Ｈ

地上権

（

1,192,819

著

B

作権・特許権 0

ソフト

S

ウェア 1,639

電話

)

加入権 0

その他の無形

（

固定資産 217,32

平

5

棚卸資産 116,9

成

76 Ｉ

インフラ資産 2

2

59,978,271

1

Ｋ

公共用財産用地 98

年

,735,277

公共

 

用財産施設 156,6

3

22,939

その他の

月

公共用財産 3,155

 

,039

公共用財産建

3

設仮勘定 1,465,

1

015

繰延資産 0 Ｌ

資

日

産合計 424,428

現

,666 Ｎ＝Ｆ＋Ｍ

【

在

負債の部】

１．流動負

）

債 14,157,00

（

9 Ｏ

未払金及び未払費

単

用 1,530,390

位

前受金及び前受収益 0

：

引当金 936,101

千

賞与引当金 936,1

円

01

預り金（保管金等

）

） 968,799

公債

【

（短期） 9,488,

資

756

短期借入金 0

そ

産

の他の流動負債 1,2

の

32,964

２．非流

部

動負債 128,881

】

,264 Ｐ

公債 113

１

,127,613

借入

．

金 0

責任準備金 0

引当

金

金 11,439,71

融

2

退職給付引当金 11

資

,359,712

その

産

他の引当金 80,00

1

0

その他の非流動負債

7

4,313,939

負

,

債合計 143,038

5

,274 Ｑ＝Ｏ＋Ｐ

【

1

純資産の部】

財源 1,

7

004,498 Ｒ

資産

,

形成充当財源（調達源

6

泉別） 3,792,6

9

04 Ｓ

税収 2,480
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用 57,487,758 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 19,112,443 Ａ

議員歳費 161,365

職員給料 10,519,138

賞与引当金繰入 936,101

退職給付費用 1,325,020

そ

【

の他の人件費 6,17

様

0,819

②物件費 1

式

1,262,690 Ｂ

第

消耗品費 904,16

2

2

維持補修費 2,59

号

5,280

減価償却費

】

3,488,539

そ

平

の他の物件費 4,27

成

4,709

③経費 11

２

,188,664 Ｃ

業

０

務費 75,840

委託

年

費 7,907,790

度

貸倒引当金繰入 738

　

,339

その他の経費

小

2,466,696

④

田

業務関連費用 15,9

原

23,962 Ｄ

公債費

市

（利払分） 3,676

　

,242

借入金支払利

単

息 80,790

資産売

体

却損 0

その他の業務関

行

連費用 12,166,

政

930

２．移転支出 4

コ

8,136,255 Ｆ

ス

①他会計への移転支出

ト

0

②補助金等移転支出

計

37,069,157

算

③社会保障関係費等移

書

転支出 10,479,

（

988

④その他の移転

P

支出 587,110

経

L

常費用合計（総行政コ

）

スト） 105,624

（

,013 Ｇ＝Ｅ+Ｆ

【

自

経常収益】

経常業務収

平

益 32,702,99

成

8 Ｊ＝Ｈ+Ｉ

①業務収

２

益 32,229,60

０

6 Ｈ

自己収入 31,9

年

86,844

その他の

　

業務収益 242,76

４

2

②業務関連収益 47

月

3,391 Ｉ

受取利息

　

等 33,995

資産売

１

却益 9,825

その他

日

の業務関連収益 429

 

,571

経常収益合計

至

32,702,998

平

Ｋ＝Ｊ

純経常費用（純

成

行政コスト） △72,

２

921,015 Ｌ＝Ｋ

１

-Ｇ → ＮＷＭへ

年　３月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務費
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624,823

国庫支出金 14,936,291 14,936,291 14,936,291

都道府県等支出金 5,688,533 5,688,533 5,688,533

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 12,359,227 12,359,227 12,359,227

④その他の財源の調達 9,751,344 9,751,344 9,751,344

固定資産売却収入（元本分） 121,470 121,470 121,470

長期金融資産償還収入（元本分） 228,585 228,585 228,585

その他財源調達 9,401,288 9,401,288 9,401,288

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 2,480,721 52,472 1,545,540 1,606,153 △1,890,700 △1,582 3,792,604 3,792,604

１．固定資産の変動 2,448,721 0 1,357,443 1,606,153 △3,029,973 2,382,344 2,382,344

①固定資産の減少

【

0 0 0 0 △9,691

様

,419 △9,691

式

,419 △9,691

第

,419

減価償却費・

3

直接資本減耗相当額 0

号

0 0 0 △9,401,

】

288 △9,401,

平

288 △9,401,

成

288

除売却相当額 0

２

0 0 0 △290,13

０

1 △290,131 △

年

290,131

②固定

度

資産の増加 2,448

　

,721 0 1,357

小

,443 1,606,

田

153 6,661,4

原

46 12,073,7

市

64 12,073,7

　

64

固定資産形成 2,

単

448,721 0 1,

体

357,443 1,6

純

06,153 1,71

資

5,974 7,128

産

,292 7,128,

変

292

無償所管換等 0

動

0 0 0 4,945,4

計

72 4,945,47

算

2 4,945,472

書

２．長期金融資産の変

（

動 32,000 52,

N

472 188,097

W

0 1,139,273

M

1,411,842 1

）

,411,842

①長

（

期金融資産の減少 0 0

自

0 0 △228,585

平

△228,585 △2

成

28,585

②長期金

２

融資産の増加 32,0

０

00 52,472 18

年

8,097 0 1,36

　

7,858 1,640

４

,427 1,640,

月

427

３．評価・換算

　

差額等の変動 △1,5

１

82 △1,582 △1

日

,582

①評価・換算

 

差額等の減少 △1,5

至

82 △1,582 △1

平

,582

再評価損 △1

成

,582 △1,582

２

△1,582

その他評

１

価額等減少 0 0 0

②評

年

価・換算差額等の増加

　

0 0 0

再評価益 0 0 0

３

その他評価額等増加 0

月

0 0

Ⅲ．その他の純資

　

産変動の部 0 0 0 0

１

３

．開始時未分析残高 0

１

0 0

２．その他純資産

日

の変動 0 0 0

その他純

）

資産の減少 0 0 0

その

（

他純資産の増加 0 0 0

単

当期変動額合計 2,6

位

10,651 △1,6

：

06,153 1,00

千

4,498 2,480

円

,721 52,472

）

1,545,540 1

財

,606,153 △1

源

,890,700 △1

財

,582 3,792,

源

604 0 0 0 4,79

合

7,102

当期末残高

計

2,610,651 △

資

1,606,153 1

産

,004,498 2,

形

480,721 52,

成

472 1,545,5

充

40 1,606,15

当

3 △1,890,70

財

0 △1,582 3,7

源

92,604 276,

資

593,290 0 27

産

6,593,290 2

形

81,390,392

成充当 その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 276,593,290 0 276,593,290 276,593,290

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 2,610,651 △1,606,153 1,004,498 1,004,498

１．財源の使途 △86,401,705 △1,606,153 △88,007,859 △88,007,859

①純経常費用への財源措置 △72,921,015 0 △72,921,015 △72,921,015

②固定資産形成への財源措置 △5,522,138 △1,606,153 △7,128,292 △7,128,292

事業用資産形成への財源措置 △2,367,490 △190,603 △2,558,093 △2,558,093

インフラ資産形成への財源措置 △3,154,648 △1,415,550 △4,570,199 △4,570,199

③長期金融資産形成への財源措置 △1,640,427 0 △1,640,427 △1,640,427

④その他の財源の使途 △6,318,124 0 △6,318,124 △6,318,124

直接資本減耗 △6,264,068 0 △6,264,068 △6,264,068

その他財源措置 △54,056 0 △54,056 △54,056

２．財源の調達 89,012,355 89,012,355 89,012,355

①税収 37,285,293 37,285,293 37,285,293

②社会保険料 8,991,668 8,991,668 8,991,668

③移転収入 32,984,051 32,984,051 32,984,051

他会計からの移転収入 0 0 0

補助金等移転収入 20,624,823 20,624,823 20,

44971
テキストボックス



（

行収入 63,894

公

単

債発行収入 5,959

位

,606

②借入金収入

：

2,800,000 Ｘ

千

短期借入金収入 2,8

円

00,000

借入金収

）

入 0

③その他の財務的

【

収入 0 Ｙ

財務的収支 △

経

9,050,343 Ａ

常

Ａ＝Ｚ－Ｖ

当期資金収

的

支額 △1,750,7

収

38 ＡＢ＝Ｓ＋ＡＡ

期

支

首資金残高 7,120

区

,139 ＡＣ

期末資金

分

残高 5,369,40

】

0 ＡＤ＝ＡＢ＋ＡＣ →

Ⅰ

ＢＳへ

．経常的収支

１．経常的支出 97,845,918 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 49,709,663 Ａ

人件費支出 19,232,362

物件費支出 7,819,930

経費支出 10,450,325

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 12,207,047

②移転支出 48,136,255 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 37,069,157

社会保障関係費等移転支出 10,479,988

その他の移転支出 587,110

２．経常的収入 111,84

【

2,481 Ｈ＝Ｄ＋Ｅ

様

＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入 3

式

7,188,024 Ｄ

第

②社会保険料収入 8,

4

965,290 Ｅ

③経

号

常業務収益収入 32,

】

717,022 Ｆ

経常

平

収益収入 32,306

成

,750

業務関連収益

２

収入 410,271

④

０

移転収入 32,972

年

,146 Ｇ

他会計から

度

の移転収入 0

補助金等

　

移転収入 20,624

小

,823

その他の移転

田

収入 12,347,3

原

22

経常的収支 13,

市

996,564 Ｉ＝Ｈ

　

－Ｃ

【資本的収支区分

単

】

Ⅱ．資本的収支

１．

体

資本的支出 8,031

資

,429 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ＋

金

Ｌ

①固定資産形成支出

収

5,417,448 Ｊ

支

②長期金融資産形成支

計

出 2,046,427

算

Ｋ

③その他の資本形成

書

支出 567,553 Ｌ

（

２．資本的収入 1,3

C

34,470 Ｑ＝Ｎ＋

F

Ｏ＋Ｐ

①固定資産売却

)

収入 131,296 Ｎ

【

②長期金融資産償還収

3

入 635,622 Ｏ

③

区

その他の資本処分収入

分

567,553 Ｐ

資本

形

的収支 △6,696,

式

958 Ｒ＝Ｑ－Ｍ

基礎

】

的財政収支 7,29

（

9,605 Ｓ＝Ｉ＋Ｒ

自

【財務的収支区分】

Ⅲ

平

．財務的収支

１．財務

成

的支出 17,873,

２

843 Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

①支

０

払利息支出 3,757

年

,175 Ｔ

公債費（利

　

払分）支出 3,676

４

,242

借入金支払利

月

息支出 80,932

②

　

元本償還支出 14,1

１

16,668 Ｕ

公債費

日

（元本分）支出 10,

 

465,094

公債（

至

短期）元本償還支出 1

平

0,465,094

公

成

債元本償還支出 0

借入

２

金元本償還支出 2,8

１

00,000

短期借入

年

金元本償還支出 2,8

　

00,000

借入金元

３

本償還支出 0

その他の

月

元本償還支出 851,

　

574

２．財務的収入

３

8,823,500 Ｚ

１

＝Ｗ＋Ｘ＋Ｙ

①公債発

日

行収入 6,023,5

）

00 Ｗ

公債（短期）発
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